














































































































































































































































































































































































































































1699－1701 1722L4 1752－4 1772－4
北西ヨーロツパ 9　（7．9） 18　（9．9） 53　（9．0） 100（9．3）
北ヨーロツパ 3　（2．6） 5　（2．8） 15（2．6） ］5（1．4）
南ヨーロツパ 7　（6．2） 35　（19．3） 76　（12．9） 6（0．6）
イギリス諸島 12（10．5） 7　（3．9） 28（4．8） 52（4．8）
ア　　メ　　リ　カ 73　（64．0） 107　（59．1） 331（56．4） 755（70．2）
東　イ　ン　ド 10　（8．8） 9（5．0） 84　（14．3） 148　（13．7）
????
114　（100．0） 181（1000） 587（…．・）巨，・76・（…．・）
R．Davis，　op．　cit．，　pp．302－303より作成。＊印は原著の集計上の誤りを訂正した数字。
り、それを加工する約45，000人の鉄加工業者（ほとんどが釘工）がいたと推測されているが54）、この
うち約％ほどがアメリカ市場のために働いていたといっても過言ではないであろう55）。このように
バーミソガム地方の鉄加工業は植民地市場と密接不可分の関係にあり、植民地市場の維持いかんは鉄
加工業、ひいてはそこへの素材供給部門としての製鉄業にとってはまさに死活問題であった。それゆ
え、18世紀前半のイギリスを二分させた植民地鉄輸入問題、すなわち鉄条令（Iron　Act）において
も、ただ1つ植民地鉄加工業の抑圧による植民地市場の確保が一致して求められたのであった。こう
して18世紀のイギリス製鉄業ならびに鉄加工業の発展は、植民地市場ならびにその維持・発展のため
の三角貿易を必要不可欠のものとしていたのであり、ここにイギリス重商主義下の旧植民地体制にi見
定された本源的蓄積期の製鉄業の蓄積構造が浮き彫りにされるのである。
V　結 語
　クェーカー教徒の集まりであるSociety　of　Friendsから奴隷貿易への関与を非難されたガルトソ
は、西イソド産品を消費している者はみな少なからず間接的に奴隷貿易を助長しているのであり、そ
のような人々から非難を受ける筋合いはないとみずからを弁護した56）。そして同じく奴隷貿易を非難
し、武器製造を拒否したクェーカー教徒が数多く活躍した製鉄業ならびに鉄加工業の発展も、究極的
には植民地とその維持・発展のための三角貿易に直接・間接に深く依存していたのであった。当時の
イギリスの鉄製品が最大の市場をみいだしたのはこの植民地市場であり、さらに棒鉄や銃は奴隷貿易
における交換商品の主体を形成していた。こうした三角貿易や植民地貿易等、商業で獲得された富が
ロソドソやブリストルに集積し、パートナーシップや信用機構等を通じて西部ミッドランドや南ウェ
ールズ等の製鉄業へ流入していったのであった57）。もとよりこのような富の多くが土地やコンソル国
債等の購入にむけられたことも事実であるが、産業革命が社会経済の重要な領域をとらえて近代資本
主義を確定的なものにし、商品生産をもっとも巨大な利益をもたらす資本家の一大事業に転換する
にいたると、商人は土地貴族になるよりも近代的な工場制工業の経営者を確実に指向するようにな
る58）。本源的蓄積の歴史的成果は、こうして巨大なうねりをなして産業革命の奔流の中へと突入して
いくのである。
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　経営内部からの排除をもって小生産者的発展の貫徹をみようとする見解が大河内暁男氏や桑原莞爾氏によ
　って提出されている（大河内暁男『近代イギリス経済史研究』177－182頁、桑原莞爾「産業革命期南部ウ
　ェールズ製鉄業の再編過程」『熊本大学法文論叢』第23号、1968年）。しかし「資本家は彼が産業的指導者
　であるが故に資本家であるのではなく、彼が資本家であるが故に産業的司令官となるのである」（マルク
　ス、前掲書、第1部下、557頁）。また資本主義的生産が進展してくるにつれ、競争の結果個々の資本家は
　没落したくなけれぽ拡大再生産のための蓄積、蓄積のための蓄積、生産のための生産という資本主義的生
　産様式の内在的法則をしだいに外的な強制法則として押しつけられてくる。蓄積を指向しない資本家が排
　除されるのは当然の結果である。しかしそこにあらわれる対抗関係はあくまで同一産業資本内部における
　資本家対資本家の対抗関係であり、産業資本家対商人資本家のそれではない。
58）　染谷孝太郎『産業革命序説』白桃書房、1976年、44頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程55入学）
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